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平成３１年３月

宮崎県監査委員

平成31年１月10日に提出した監査の
結果に基づき、又は当該監査の結果を
参考として講じた措置の状況について





財政援助団体等を対象とした監査

財政援助団体等（補助団体、出資団体、公の施設指定管理者)４５団体について、

平成３０年１０月１７日から平成３０年１２月１１日までの間に、監査を実施した。

その結果、６団体の７件について、改善の措置を講ずるよう文書で通知を行った。

該当機関からの講じた措置の報告については、次のとおりである。

区分 １月10日監査結果 講じた措置報告

指摘事項 ３ ３

注意事項 ２ ２

要望事項 ２ ２

計 ７ ７

［ 出資団体 ］

(1) 公立大学法人宮崎県立看護大学

【指摘事項】

○ 助産学実習委託契約について、契約締結日が委託期間以後となっているもの

が見受けられた。

【講じた措置】

○ 指摘を受け、大学では進行管理表をもとに、各月ごとに業務の進捗状況を複

数職員で確認するとともに、実習施設ごとのチェックリストの作成・確認を行

うこととし、チェック体制を強化している。

県では、上記対応を確認し、今後は、適正な契約事務を徹底するよう指導し

た。

【要望事項】

○ 「公立大学法人宮崎県立看護大学中期目標」に基づき「中期計画」を策定し、

その達成に向けて積極的に取り組まれているが、県内就職率については目標

５０％以上に対し平成２９年度実績は４１．１％となっている。

今後とも、一層の取組に努められたい。

【講じた措置】

○ 大学では、「県内就職率５０％以上」の目標達成に向け、これまで県内の医

療機関を集めての合同就職説明会や県内医療機関に就職した卒業生を招いての

実践発表、知事とのランチミーティングの開催など様々な取組を実施している

ほか、新たに合同就職説明会の際に医療機関と県内就職促進に向けた意見交換

を行うこととしている。

県では、県内就職率の向上のための他県大学の取組を調査するとともに、大

学と県医師会、県看護協会等の関係団体での意見交換会を開催しており、今後

もこれらの調査結果等を参考にしながら、関係団体と連携して大学を支援し、

県内就職率の向上に取り組んでいくこととしている。
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(2) 一般財団法人都城圏域地場産業振興センター

【指摘事項】

○ 地場産業振興センター清掃業務委託契約等について、契約書に契約日の記入

のないものが散見された。

また、自動販売機電源工事契約の請書について、契約年が相違しているもの

があった。

【講じた措置】

○ 監査での指摘を受け、委託契約書全てにおいて、契約日の確認を行った。

また、自動販売機電源工事契約請書の契約年が修正されているか確認を行っ

た。

今後は、契約全般に関する書類を、複数の職員によるチェックを徹底する等、

適正な事務処理を行うよう指導した。

(3) 宮崎県道路公社

【注意事項】

○ 一ツ葉有料道路の回数券印刷業務委託について、検査員の下命がなかった。

【講じた措置】

○ 道路公社の各職員に指摘内容を十分周知するとともに、財務規則等に基づい

た適正な事務処理に努めるよう指導した。

(4) 宮崎県住宅供給公社

【注意事項】

○ 倉岡ニュータウン区画道路整備工事について、工期変更に伴う契約保証の変

更手続が行われていなかった。

【講じた措置】

○ 今後は、複数の職員によるチェック体制強化を図るなど十分に確認を行い、

適正な契約事務を行うよう指導した。

(5) 一般社団法人宮崎県林業公社

【要望事項】

○ 平成２９年度が最終年度であった第３期経営計画（改訂計画）の実績は、収

益性の高い分収林の先行伐採等の林業公社自身の経営努力に加え、県の無利子

貸付により繰上償還等の利息の軽減を図り、計画を上回る収益を確保した。

その結果、平成２９年度決算は、約９０億円の債務超過、県からの借入金等

は約３１３億円となっている。

今後は、第４期経営計画を着実に実施するとともに、更なる経営改善を図り、

県の財政負担が最小限に抑制されるよう一層の取組が望まれる。

【講じた措置】

○ 林業公社では、第３期経営計画（改訂計画）に基づき、公社自身の経営努力

による収入の増や、繰上償還等による利息の軽減などの経営改善に取り組んで

おり、厳しい経営状況ではあるが、計画の始期である平成２４年度以降、継続

して計画を上回る収益を確保するなど、概ね計画に沿った経営改善が進んでき

ているところである。

今後は、県の財政負担を最小限に抑制するため、平成３０年３月に策定した

第４期経営計画に基づき、作業路の積極的な開設等による収入の確保やコスト

削減等の経営改善策について、公社と一体となって確実な実行を推進し、引き

続き厳しい目をもって指導・監督を行っていくこととする。
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［ 公の施設指定管理者 ］

(6) 学校法人宮崎総合学院

【指摘事項】

○ 県立農業大学校農業総合研修センターの維持・保全に関する業務について、

「公衆浴場法施行条例」に基づくレジオネラ属菌検出時の対応が適切に行われ

ていなかった。

【講じた措置】

○ 県立農業大学校農業総合研修センターの維持・保全業務に当たっては、指定

管理職員の衛生管理の研修受講を徹底させるとともに、「公衆衛生法施行条例

」に基づくレジオネラ属菌検出時の速やかな保健所への報告などを盛り込んだ

浴場の衛生管理マニュアルに見直すよう指導した。

また、浴槽の改修によるレジオネラ属菌の発生を予防する措置を実施するこ

ととした。
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